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条   例 

奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例をここに公布

する。 

令和 4年6月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

奈良市条例第 24号 

奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部を改正する条例 

奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例（平成 6年奈良市条例第 26号）の一

部を次のように改正する。 

第4条第2号ア中「15,800円」を「16,100円」に改め、同号イ中「7,560円」を「7,700円」に改める。 

第5条の2及び第5条の4中「7円51銭」を「7円73銭」に改める。 

第8条第1号中「525円6銭」を「541円31銭」に、「310,500円」を「316,250円」に改め、同条第 2号中「27円

50銭」を「28円35銭」に、「573,030円」を「586,905円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

（適用区分） 

2 この条例による改正後の奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の規定は、

この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後その期日を告示される選挙について適用し、施行日の前日ま

でにその期日を告示された選挙については、なお従前の例による。 

（令和 4年6月24日掲示済） 

 

奈良市手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和 4年6月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

奈良市条例第 25号 

奈良市手数料条例の一部を改正する条例 

奈良市手数料条例（平成 12年奈良市条例第 4号）の一部を次のように改正する。 

別表第 122項中「基づく犬の登録」の次に「（動物の愛護及び管理に関する法律（昭和 48年法律第 105号）第39条

の7第2項の規定により当該犬の登録の申請があったものとみなされる場合を除く。）」を加え、同表第 137の2項中

「（昭和 48年法律第105号）」を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の奈良市手数料条例別表第 122 項及び第 137 の 2

項の規定は、令和 4年 6月 1日から適用する。 

（令和 4年6月24日掲示済） 

 

奈良市税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和 4年6月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

奈良市条例第 26号 

   奈良市税条例等の一部を改正する条例 

 （奈良市税条例の一部改正） 

第1条 奈良市税条例（昭和46年奈良市条例第12号）の一部を次のように改正する。 

  第19条第4項を次のように改める。 

4 前項の規定は、前年分の所得税に係る第 29条第1項に規定する確定申告書に特定配当等に係る所得の明細に関

する事項その他施行規則に定める事項の記載があるときは、当該特定配当等に係る所得の金額については、適用

しない。 
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  第19条第6項を次のように改める。 

6 前項の規定は、前年分の所得税に係る第 29条第1項に規定する確定申告書に特定株式等譲渡所得金額に係る所

得の明細に関する事項その他施行規則に定める事項の記載があるときは、当該特定株式等譲渡所得金額に係る所

得の金額については、適用しない。 

第24条の2第1項第1号オ中「（所得税法施行令の一部を改正する政令（平成 20年政令第 155号）附則第13条

第2項の規定によりなおその効力を有するものとされる改正前の所得税法施行令第217条第1項第2号及び第3号

に規定する民法法人を含む。）」を削る。 

第 25条の 2第 1項中「特定配当等申告書」及び「特定株式等譲渡所得金額申告書」を「確定申告書」に改め、

同条第 2項中「申告書に係る年度分の個人の県民税」を「確定申告書に係る年の末日の属する年度の翌年度分の個

人の県民税」に改める。 

第28条第1項ただし書中「所得税法第 2条第1項第33号の4に規定する源泉控除対象配偶者」を「所得割の納

税義務者（前年の合計所得金額が 900万円以下であるものに限る。）の法第 314条の2第1項第10号の2に規定す

る自己と生計を一にする配偶者（前年の合計所得金額が 95万円以下であるものに限る。）で控除対象配偶者に該当

しないもの」に改める。 

第 29条第 2項中「附記された事項」を「付記された事項」に改め、同条第 3項中「附記し」を「付記し」に改

める。 

第29条の2の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、同条第 1項中第 3号を第4号とし、

第2号を第3号とし、第1号の次に次の 1号を加える。 

(2) 所得割の納税義務者（合計所得金額が 1,000万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶者

（法第 313 条第 3 項に規定する青色事業専従者に該当するもので同項に規定する給与の支払を受けるもの及

び同条第4項に規定する事業専従者に該当するものを除き、合計所得金額が 133万円以下であるものに限る。

次条第1項において同じ。）の氏名 

第29条の3の見出し中「扶養親族申告書」を「扶養親族等申告書」に改め、同条第 1項中「あつて、」の次に「特

定配偶者（所得割の納税義務者（合計所得金額が 900 万円以下であるものに限る。）の自己と生計を一にする配偶

者（退職手当等（第 48条に規定する退職手当等に限る。以下この項において同じ。）に係る所得を有する者であつ

て、合計所得金額が 95万円以下であるものに限る。）をいう。第 2号において同じ。）又は」を、「控除対象扶養親

族」の次に「であつて退職手当等に係る所得を有しない者」を加え、同項中第 3号を第4号とし、第2号を第3号

とし、第 1号の次に次の1号を加える。 

  (2) 特定配偶者の氏名 

第45条第9項中「第321条の 8第60項」を「第321条の8第62項」に、「同条第60項」を「同条第 62項」に

改め、同条第 15項中「第321条の8第69項」を「第321条の8第71項」に改める。 

第80条の2第1項中「又は第 68条の19第1項」を削る。 

第94条第4項中「第443条第 1項」を「第445条第1項」に改める。 

第154条第1項第1号中「第 24条第3項」を「第23条第1項第3号ロ」に改める。 

附則第7条の3の2第1項中「令和 15年度」を「令和20年度」に、「令和3年」を「令和 7年」に改める。 

附則第 10条の 2第 2項中「4分の 3」を「5分の 4」に改め、同条第 3項中「附則第 15条第 16項」を「附則第

15条第15項」に改め、同条第 4項中「附則第15条第27項第1号イ」を「附則第15条第 26項第1号イ」に改め、

同条第 5項中「附則第15条第 30項」を「附則第15条第29項」に改め、同条第6項中「附則第 15条第34項」を

「附則第 15条第33項」に改め、同条第 7項中「附則第15条第42項」を「附則第15条第 39項」に改め、同条第

8項中「附則第15条第46項」を「附則第 15条第43項」に改める。 

附則第 10条の 3第 8項中「熱損失防止改修住宅」を「熱損失防止改修等住宅」に、「熱損失防止改修専有部分」

を「熱損失防止改修等専有部分」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改め、同条第 10項中

「特定熱損失防止改修住宅又は」を「特定熱損失防止改修等住宅又は」に、「特定熱損失防止改修住宅専有部分」を

「特定熱損失防止改修等住宅専有部分」に、「熱損失防止改修工事」を「熱損失防止改修工事等」に改める。 

附則第23条の2第2項を次のように改める。 

2 前項の規定のうち、租税特別措置法第 8条の 4第 2項に規定する特定上場株式等の配当等（以下この項におい

て「特定上場株式等の配当等」という。）に係る配当所得に係る部分は、市民税の所得割の納税義務者が前年分

の所得税について特定上場株式等の配当等に係る配当所得につき同条第 1 項の規定の適用を受けた場合に限り
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適用する。 

附則第26条第3項中「、第 37条の8又は第37条の9」を「又は第 37条の8」に改める。 

附則第28条の3の2第4項を次のように改める。 

4 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に係る第29条第 1項に規定する確定申告

書に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記載があるときに限り、適用する。 

附則第28条の3の3第4項を次のように改める。 

4 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得が生じた年分の所得税に係る第29条第 1項に規定する確定申告

書に前項後段の規定の適用を受けようとする旨の記載があるときに限り、適用する。 

附則第28条の3の3第6項中「年の翌年の 4月1日の属する年度分の」を「年分の所得税に係る」に、「条約適

用配当等申告書にこの項」を「確定申告書にこの項」に改め、「（条約適用配当等申告書にこれらの記載がないこと

についてやむを得ない理由があると市長が認めるときを含む。）」を削る。 

附則第28条の7の3中「。次条において「新型コロナウイルス感染症特例法」という。」を削る。 

  附則第28条の7の4を削る。 

附則第28条の8（見出しを含む。）中「附則第 15条第16項」を「附則第15条第15項」に改める。 

附則第28条の9（見出しを含む。）中「附則第 15条第34項」を「附則第15条第33項」に改める。 

附則第28条の10（見出しを含む。）中「附則第 15条第42項」を「附則第15条第39項」に改める。 

附則第 35項中「第 15項から第 19項まで、第 21項、第 22項、第 26項、第 29項、第 33項から第 35項まで、

第37項から第39項まで、第42項若しくは第43項」を「第 14項から第18項まで、第20項、第21項、第25項、

第28項、第32項から第36項まで、第 39項、第40項若しくは第 44項」に改める。 

（奈良市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第2条 奈良市税条例等の一部を改正する条例（令和3年奈良市条例第 29号）の一部を次のように改正する。 

  第 1条のうち奈良市税条例第 29条の 3第 1項の改正規定中「控除対象扶養親族を除く」を「年齢 16歳未満の

者」を「扶養親族（」の次に「年齢 16 歳未満の者又は」を加え、「有しない者を除く」を「有する者」に改める。 

  附則第 2条第 2項中「の規定中個人の市民税に関する部分」を「第 14条第 2項、第 18条第 1号及び第 29条の

3第1項並びに附則第5条第1項の規定」に改める。 

（奈良市手数料条例の一部改正） 

第3条 奈良市手数料条例（平成 12年奈良市条例第4号）の一部を次のように改正する。 

  別表第 3項中「の交付」の次に「（地方税法第 382条の 4に規定する当該証明書に住所に代わる事項の記載をし

たものの交付を含む。）」を加える。 

  別表第5項中「記載事項」の次に「（同条第 1項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）」を加え、「を

閲覧」の次に「（地方税法第 382条の 4に規定する固定資産課税台帳に住所に代わる事項の記載をしたものの閲覧

を含む。）」を加える。 

  別表第6項中「証明書」の次に「（同条ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）」を加え、「交付」の次

に「（地方税法第 382条の 4に規定する当該証明書に住所に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。）」を加え

る。 

附 則 

（施行期日） 

第1条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

(1) 第1条中奈良市税条例第 29条の 2の見出し及び同条第 1項並びに第 29条の3の見出し及び同条第 1項の改

正規定並びに同条例附則第 7条の 3の 2第 1項、第 26条第 3項及び第 28条の 7の 3の改正規定並びに同条例

附則第 28条の 7の 4を削る改正規定並びに第 2条（次号に掲げる改正規定を除く。）の規定並びに附則第 2条

第1項及び第2項の規定 令和 5年1月1日 

(2) 第1条中奈良市税条例第19条第4項及び第6項、第25条の2第1項及び第2項、第 28条第1項ただし書並

びに第29条第2項及び第3項の改正規定並びに同条例附則第 23条の2第2項、第28条の 3の2第4項並びに

第28条の3の3第4項及び第 6項の改正規定並びに第2条（奈良市税条例等の一部を改正する条例（令和 3年

奈良市条例第29号）附則第2条第2項の改正規定に限る。）の規定並びに附則第 2条第 3項の規定 令和6年1

月1日 

(3) 第3条中奈良市手数料条例別表第 3項の改正規定、同条例別表第 5項の改正規定（「記載事項」の次に「（同条
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第 1項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）」を加える部分を除く。）及び同条例別表第 6項の改正

規定（「証明書」の次に「（同条ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）」を加える部分を除く。）並びに

附則第 3条第 3項及び第 4項の規定並びに附則第 5条の規定 民法等の一部を改正する法律（令和 3年法律第

24号）附則第1条第2号に掲げる規定の施行の日 

（市民税に関する経過措置） 

第2条 第1条の規定による改正後の奈良市税条例（以下「新条例」という。）第29条の2第1項の規定は、附則第

1条第1号に掲げる規定の施行の日（以下この項及び次項において「1号施行日」という。）以後に支払を受けるべ

き第 29 条の 2 第 1 項に規定する給与について提出する同項及び同条第 2 項に規定する申告書について適用し、1

号施行日前に支払を受けるべき第 1 条の規定による改正前の奈良市税条例（次項において「旧条例」という。）第

29条の 2第 1項に規定する給与について提出した同項及び同条第 2項に規定する申告書については、なお従前の

例による。 

2 新条例第29条の3第1項の規定は、1号施行日以後に支払を受けるべき所得税法（昭和 40年法律第33号）第203

条の 6 第 1 項に規定する公的年金等（同法第 203 条の 7 の規定の適用を受けるものを除く。以下この項において

「公的年金等」という。）について提出する新条例第 29条の3第1項に規定する申告書について適用し、1号施行

日前に支払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第 29条の 3第 1項に規定する申告書については、な

お従前の例による。 

3 附則第 1条第 2号に掲げる規定による改正後の奈良市税条例の規定中個人の市民税に関する部分は、令和 6年度

以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和5年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第3条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和 4年度以後の年度分の固定

資産税について適用し、令和 3年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

2 令和2年4月1日から令和4年3月31日までの間に取得された地方税法等の一部を改正する法律（令和4年法律

第1号）第1条の規定による改正前の地方税法（昭和 25年法律第 226号）附則第15条第 2項に規定する施設又は

設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

3 附則第 1条第 3号に掲げる規定による改正後の奈良市手数料条例別表第 5項（地方税法第 382条の 4に係る部分

に限る。）の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第 382条の 2の規定による固定資産課税台帳

（同条第 1項ただし書の規定による措置を講じたものを含む。）の閲覧について適用する。 

4 附則第 1条第 3号に掲げる規定による改正後の奈良市手数料条例別表第 6項（地方税法第 382条の 4に係る部分

に限る。）の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第 382条の 3の規定による証明書（同条ただ

し書の規定による措置を講じたものを含む。）の交付について適用する。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第4条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和4年度以後の年度分の都市

計画税について適用し、令和 3年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 

 （納税証明書に関する経過措置） 

第5条 附則第1条第3号に掲げる規定による改正後の奈良市手数料条例別表第3項（地方税法第 382条の4に係る

部分に限る。）の規定は、同号に掲げる規定の施行の日以後にされる同法第 20条の 10の規定による証明書の交付

について適用する。 

（令和 4年6月24日掲示済） 

 

奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条例の一部を改正する条

例をここに公布する。 

令和 4年6月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

奈良市条例第 27号 

奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条例の一部を改正す

る条例 

奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条例（平成 25年奈良市条

例第58号）の一部を次のように改正する。 
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別表特定非営利活動法人近畿介助犬協会の項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

2 令和4年3月21日までにこの条例による改正前の奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非

営利活動法人等を定める条例（以下「旧条例」という。）別表特定非営利活動法人近畿介助犬協会の項に掲げる法

人に対して支出された寄附金について奈良市税条例（昭和 46年奈良市条例第 12号）第 24条の 2第 1項第 2号の

規定を適用する場合にあっては、旧条例別表の規定は、なおその効力を有する。 

（令和 4年6月24日掲示済） 

 

奈良市特定都市河川流域における浸水被害の防止に関する条例をここに公布する。 

令和 4年6月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

奈良市条例第 28号 

奈良市特定都市河川流域における浸水被害の防止に関する条例 

（目的） 

第 1条 この条例は、特定都市河川浸水被害対策法（平成 15年法律第 77号。以下「法」という。）第 38条第 3項、

第45条第1項及び第54条第1項に規定する雨水貯留浸透施設、保全調整池及び貯留機能保全区域の標識の設置に

関する事項を定めるとともに、特定都市河川流域における雨水の流出を抑制するために必要な措置を定めることに

より、浸水被害を防止することを目的とする。 

（定義） 

第 2条 この条例において使用する用語の意義は、法及び特定都市河川浸水被害対策法施行規則（平成 16年国土交

通省令第 64号）において使用する用語の例による。 

（雨水貯留浸透施設の標識の設置） 

第3条 法第38条第3項の標識は、次に掲げる事項を明示するものとする。 

(1) 雨水貯留浸透施設（以下この条において「施設」という。）の名称 

(2) 雨水浸透阻害行為に関する工事の検査済証番号 

(3) 施設の容量（容量のない施設にあっては、その規模）及び構造の概要 

(4) 施設が有する機能を阻害するおそれのある行為をしようとする者は市長の許可を要する旨 

(5) 施設の管理者及びその連絡先 

(6) 標識の設置者及びその連絡先 

2 前項の標識は、施設の周辺に居住し、又は事業を営む者の見やすい場所に設けるものとする。 

（保全調整池の標識の設置） 

第4条 法第45条第1項の標識は、次に掲げる事項を明示するものとする。 

(1) 保全調整池の名称及び指定番号 

(2) 保全調整池の容量及び構造の概要 

(3) 保全調整池が有する機能を阻害するおそれのある行為をしようとする者は市長に届け出なければならない旨 

(4) 保全調整池の管理者及びその連絡先 

(5) 標識の設置者及びその連絡先 

2 前項の標識は、保全調整池の周辺に居住し、又は事業を営む者の見やすい場所に設けるものとする。 

（貯留機能保全区域の標識の設置） 

第5条 法第54条第1項の標識は、次に掲げる事項を明示するものとする。 

(1) 貯留機能保全区域の名称及び指定番号 

(2) 貯留機能保全区域の位置 

(3) 貯留機能保全区域の管理者及びその連絡先 

(4) 標識の設置者及びその連絡先 

2 前項の標識は、貯留機能保全区域の周辺に居住し、又は事業を営む者の見やすい場所に設けるものとする。 
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（技術的な助言又は勧告） 

第 6条 市長は、特定都市河川流域内において、都市計画法（昭和 43年法律第 100号）第 4条第 12項の開発行為

（開発面積が 3,000 平方メートル以上のものに限る。）をしようとする者に対し、当該行為による雨水の流出を抑

制するため必要があると認めるときは、技術的な助言又は勧告をすることができる。 

（委任） 

第7条 この条例の施行について必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

（令和 4年6月24日掲示済） 

 

奈良市営住宅条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和 4年6月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

奈良市条例第 29号 

奈良市営住宅条例の一部を改正する条例 

奈良市営住宅条例（昭和 61年奈良市条例第 14号）の一部を次のように改正する。 

第6条第1項第1号ク中「又は(ｲ)」を「、(ｲ)又は(ｳ)」に改め、同号ク(ｱ)中「の規定による一時保護」を「の一

時保護」に、「の規定による保護」を「の婦人保護施設における保護又は児童福祉法（昭和 22年法律第164号）第23

条第1項の母子生活支援施設における保護」に改め、同号クに次のように加える。 

(ｳ) 婦人相談所等による配偶者からの暴力の被害者の保護に関する証明書が発行されている者その他これに

準ずると市長が認めた者 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

（令和 4年6月24日掲示済） 

 

奈良市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和 4年6月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

奈良市条例第 30号 

奈良市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

奈良市消防団員等公務災害補償条例（昭和 41年奈良市条例第 13号）の一部を次のように改正する。 

第3条第2項ただし書を削る。 

附 則 

 （施行期日） 

1 この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

2 この条例の施行の際現に担保に供されている傷病補償年金又は年金である障害補償若しくは遺族補償を受ける権

利は、この条例の施行の日（次項において「施行日」という。）以後も、なお従前の例により担保に供することがで

きる。 

3 年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律（令和 2年法律第 40号）附則第 70条第 1項及

び第71条第1項に規定する申込みに係る傷病補償年金又は年金である障害補償若しくは遺族補償を受ける権利は、

施行日以後も、なお従前の例により担保に供することができる。 

（令和 4年6月24日掲示済） 

 

奈良市学校給食センター条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

令和 4年6月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

奈良市条例第 31号 
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奈良市学校給食センター条例の一部を改正する条例 

奈良市学校給食センター条例（平成 17年奈良市条例第61号）の一部を次のように改正する。 

第1条中「月ヶ瀬地域及び都 地域の」を削り、「業務」の次に「の全部又は一部」を加える。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

（令和 4年6月24日掲示済） 

 

規   則 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

令和 4年6月15日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

奈良市規則第 41号 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則の一部を改正する規則 

議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則（昭和 43年奈良市規則第 33号）の一部を

次のように改正する。 

第 7条の 2第 2号中「場合又は」を「場合、同法第 64条の規定による保護処分として少年院に送致され、収容さ

れている場合、同法第 66条の規定による決定により少年院に収容されている場合又は」に改める。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

（令和 4年6月15日掲示済） 

 

告   示 

奈良市告示第 378号 

 奈良市母子家庭等自立支援教育訓練給付金交付要綱を次のように定める。 

 令和 4年6月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

奈良市母子家庭等自立支援教育訓練給付金交付要綱 

 奈良市母子家庭等自立支援教育訓練給付金交付要綱（平成 16年奈良市告示第335号）の全部を改正する。 

 （目的） 

第1条 母子家庭の母又は父子家庭の父の主体的な能力開発の取組を支援し、母子家庭及び父子家庭の自立促進を図

るため予算の範囲内で母子家庭等自立支援教育訓練給付金（以下「給付金」という。）を交付するものとし、その交

付については、奈良市補助金等交付規則（昭和 59年奈良市規則第 23号。以下「規則」という。）に定めるものの

ほか、この要綱の定めるところによる。 

（定義） 

第2条 この要綱において使用する用語の意義は、自立支援教育訓練給付金事業実施要綱（平成 26年9月30日付雇

児発 0930第3号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以下「国要綱」という。）において使用する用語の例に

よる。 

 （給付金の交付） 

第3条 給付金の交付は、次条から第 8条までに定めるもののほか、国要綱の定めるところによる。 

 （支給対象者） 

第4条 給付金の交付を受けることができる者は、国要綱 4の支給対象者であって、次の各号のいずれにも該当する

ものとする。 

 (1) 市内に住所を有する者であること。 

 (2) 過去に給付金の交付を受けていないこと。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

 （給付金の額等） 

第5条 給付金の額等は、国要綱 6に定めるところによる。 
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 （対象講座の指定申請） 

第6条 国要綱8（1）の対象講座の指定申請は、母子家庭等自立支援教育訓練給付金受講対象講座指定申請書（別記

第1号様式）により行うこと。 

2 対象講座の指定申請を行おうとするときは、国要綱 8（4）の添付書類のほか、次の書類を添えなければならない。 

(1) 受講を希望する講座を主催する事業者名、講座名、連絡先等が特定できるパンフレット等の写し 

(2) 母子家庭等自立支援教育訓練給付金に係る個人番号提供書（別記第 2号様式） 

(3) 教育訓練給付金支給要件回答書 

 （対象講座の指定通知） 

第7条 国要綱8（3）に規定する対象講座の指定の可否の通知は、自立支援教育訓練給付金事業受講対象講座指定通

知書（別記第 3号様式）又は自立支援教育訓練給付金事業受講対象講座不指定通知書（別記第 4号様式）により行

うこととする。 

 （給付金の交付申請） 

第8条 給付金の交付を受けようとする者は、国要綱 9（2）に規定する期限内に、規則第 4条第1項に規定する補助

金等交付申請書に、国要綱 9（3）に掲げる添付書類のほか、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならな

い。ただし、その事実を公簿等によって確認できる場合は、省略できるものとする。 

 (1) 雇用保険法（昭和49年法律第 116号）第60条の2第1項の教育訓練給付金の受給者である場合は、教育訓練

給付金の額等がわかる書類 

 (2) 雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書 

2 前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由があると市長が認める場合は、同項に規定する期限によることを要

しない。 

 （補則） 

第9条 この要綱に定めるもののほか、給付金の交付に関して必要な事項は、その都度市長が定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この告示は、令和4年6月24日から施行する。 

 （経過措置） 

2 この告示による改正後の奈良市母子家庭等自立支援教育訓練給付金交付要綱（以下「新要綱」という。）の規定は、

令和 4年4月1日以後に修了した教育訓練に係る給付金について適用し、同日前に修了した教育訓練に係る給付金

については、なお従前の例による。 

3 令和 4年 4月 1日からこの告示の施行の日前までの間に行われた対象講座の指定申請については、新要綱第 6条

の規定に基づいて行われたものとみなす。 

4 この告示の施行の際、現にこの告示による改正前の奈良市母子家庭等自立支援教育訓練給付金交付要綱の規定に

基づき作成されている用紙は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 
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（令和 4年6月24日掲示済） 

 

奈良市告示第 379号 

 奈良市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業実施要綱を次のように定める。 

 令和 4年6月24日 

奈良市長 仲 川 元 庸  

奈良市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業実施要綱 

 奈良市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業実施要綱（平成 29年奈良市告示第 186号）の全部を

改正する。 

 （目的） 

第1条 ひとり親家庭の親及び児童の学び直しを支援し、自立促進を図るため、予算の範囲内でひとり親家庭高等学

校卒業程度認定試験合格支援給付金（以下「給付金」という。）を交付するものとし、その交付については、奈良市

補助金等交付規則（昭和 59年奈良市規則第 23号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定め

るところによる。 

（定義） 

第2条 この要綱において使用する用語の意義は、ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業実施要綱

（平成 27年 4月 10日付雇児発 0410第 5号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知。以下「国要綱」という。）

において使用する用語の例による。 

 （給付金の交付） 

第3条 給付金の交付は、次条から第 9条までに定めるもののほか、国要綱の定めるところによる。 

 （給付金の種類） 

第4条 交付する給付金の種類は、国要綱 2に定めるところによる。 

 （支給対象者） 

第5条 給付金の交付を受けることができる者は、国要綱 4の支給対象者であって、次の各号のいずれにも該当する

ものとする。 

 (1) 市内に住所を有する者であること。 

 (2) 過去に給付金の交付を受けていないこと。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

 （給付金の額等） 

第6条 給付金の額等は、国要綱 6に定めるところによる。 

 （対象講座の指定申請） 

第7条 国要綱8（1）の対象講座の指定申請は、ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業受講対象講座

指定申請書（別記第1号様式）により行わなければならない。 

2 対象講座の指定申請を行おうとするときは、国要綱 8（4）の添付書類のほか、受講を希望する講座を主催する事

業者名、講座名、連絡先等が特定できるパンフレット等の写しを添えなければならない。 

 （対象講座の指定通知） 

第8条 国要綱8（3）に規定する対象講座の指定の可否の通知は、ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援

事業受講対象講座指定通知書（別記第 2号様式）又はひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業受講対

象講座不指定通知書（別記第 3号様式）により行うこととする。 

 （給付金の交付申請） 

第9条 給付金の交付を受けようとする者は、給付金の区分に応じ、国要綱 9に規定する期限内に、規則第4条第1

項に規定する補助金等交付申請書に、国要綱 9に掲げる添付書類その他市長が必要と認める書類を添えて市長に提

出しなければならない。 

 （補則） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、給付金の交付に関して必要な事項は、その都度市長が定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

1 この告示は、令和4年6月24日から施行する。 

 （経過措置） 
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2 この告示による改正後の奈良市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業実施要綱（以下「新要綱」

という。）の規定は、令和 4年 4月 1日以後に修了した講座に係る給付金について適用し、同日前に修了した講座

に係る給付金については、なお従前の例による。 

3 令和 4年 4月 1日からこの告示の施行の日前までの間に行われた対象講座の指定申請については、新要綱第 7条

の規定に基づいて行われたものとみなす。 

4 この告示の施行の際、現にこの告示による改正前の奈良市ひとり親家庭高等学校卒業程度認定試験合格支援事業

実施要綱の規定に基づき作成されている用紙は、当分の間、必要な調整をして使用することができる。 
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（令和 4年6月24日掲示済） 

 

公 営 企 業 

奈良市企業局管理規程第 18号 

奈良市企業局事務専決規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和 4年6月13日 

奈良市公営企業管理者  池 田   修  

奈良市企業局事務専決規程の一部を改正する規程 

奈良市企業局事務専決規程（昭和 41年奈良市水道局管理規程第 2号）の一部を次のように改正する。 

第4条第1項下水道事業課長の部分の第 1号中「次号」の次に「及び第 3号」を加え、同部分中第 9号を削り、第

8号を第 11号とし、第7号を第 10号とし、第6号を第9号とし、第 5号を第6号とし、同号の次に次の 2号を加え

る。 

(7) 下水道法（昭和 33年法律第 79号）第16条に基づく申請の承認 

(8) 公共下水道敷地の占用許可 

第 4条第 1項下水道事業課長の部分中第 4号を第 5号とし、第 3号を第 4号とし、第 2号の次に次の 1号を加え

る。 

 (3) 1件10万円未満の負担金等の減免の承認 

附 則 

この規程は、公布の日から施行する。 

（令和 4年6月13日掲示済） 

 

奈良市企業局管理規程第 19号 

奈良市水洗便所設備費助成に関する条例施行規程の一部を改正する規程を次のように定める。 

令和 4年6月13日 

奈良市公営企業管理者  池 田   修  

奈良市水洗便所設備費助成に関する条例施行規程の一部を改正する規程 

奈良市水洗便所設備費助成に関する条例施行規程（平成 26年奈良市企業局管理規程第 5号）の一部を次のように

改正する。 

第 2 条第 1 項中「水洗便所設備費助成金交付申請書」を「水洗便所設備費助成金交付申請書兼交付請求書」に、

「別記様式」を「別記第 1号様式」に、「の書類」を「に掲げる書類」に改め、同項第 1号中「、家屋」を「家屋」に

改め、同項第 2号を同項第3号とし、同項第 1号の次に次の1号を加える。 

(2) 助成金の受領者が申請者と異なるときは、受領委任状兼口座指定書（別記第 2号様式） 

第2条第2項を次のように改める。 

2 前項の申請は、奈良市下水道条例施行規程（平成 26年奈良市企業局管理規程第 1号）第 15条第 4項又は奈良市

農業集落排水処理施設条例施行規程（平成 26年奈良市企業局管理規程第 3号）第7条第 4項に規定する排水設備

等工事完了届の届出日まで行わなければならない。 

別記様式を削り、附則の次に別記様式として次の 2様式を加える。 
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別記 

第1号様式（第2条関係） 
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第2号様式（第2条関係） 
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附 則 

 （施行期日） 

1 この規程は、令和4年8月1日から施行する。 

 （経過措置） 

2 この規程による改正後の奈良市水洗便所設備費助成に関する条例施行規程第 2条の規定は、この規程の施行の日

以後の助成金の交付申請について適用し、同日前の助成金の交付申請については、なお従前の例による。 

（令和 4年6月13日掲示済） 

 

選 挙 管 理 委 員 会 

奈良市選挙管理委員会告示第 23号 

 奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する規程の一部を改正する規程を次のように

定めます。 

 令和 4年6月28日 

奈良市選挙管理委員会    

委員長 植 田   茂  

奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する規程の一部を改正する規程 

 奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する規程（平成 6年奈良市選挙管理委員会告示

第22号）の一部を次のように改正する。 

 別記第 4号様式その1中「15,800円」を「16,100円」に改める。 

別記第 4号様式の2中「7円51銭」を「7円73銭」に改める。 

別記第 5号様式中「525円6銭」を「541円31銭」に、「310,500円」を「316,250円」に、「27円50銭」を「28円

35銭」に、「573,030円」を「586,905円」に改める。 

  附 則 

（施行期日） 

1 この規程は、令和4年6月28日から施行する。 

（経過措置） 

2 この規程による改正後の奈良市の議会の議員及び長の選挙における選挙運動の公費負担に関する規程の規定は、

この規程の施行の日（以下「施行日」という。）以後その期日を告示される選挙について適用し、施行日の前日まで

に告示された選挙については、なお従前の例による。                             

（令和 4年6月28日掲示済） 

 


